交野市　法適用申請に対する処分個票
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担当部署:　総務部 地域振興課　
	処分の概要
	設立の認証

	法令名
根拠条項
	特定非営利活動促進法　第10条第1項

	法令番号
	平成10年法律第7号

	【基準】
　特定非営利活動法人を設立しようとする者の書類が受理されると、市において2週間縦覧に供される。その後、2か月の審査期間を経て、原則として申請書受理後3か月以内に認証又は不認証の決定が行われる。
　特定非営利活動法人を設立しようとする者は、交野市の条例で定めるところにより、次に掲げる書類を添付した申請書を交野市に提出して、設立の認証を受けなければならない。
(1)　定款
(2)　役員に係る次に掲げる書類
イ　役員名簿(役員の氏名及び住所又は居所並びに各役員についての報酬の有無を記載した名簿をいう。以下同じ。)
ロ　各役員が第20条各号に該当しないこと及び第21条の規定に違反しないことを誓約し、並びに就任を承諾する書面の謄本
ハ　各役員の住所又は居所を証する書面として都道府県又は指定都市の条例で定めるもの
(3)　社員のうち10人以上の者の氏名(法人にあっては、その名称及び代表者の氏名)及び住所又は居所を記載した書面
(4)　第2条第2項第2号及び第12条第1項第3号に該当することを確認したことを示す書面
(5)　設立趣旨書
(6)　設立についての意思の決定を証する議事録の謄本
(7)　設立当初の事業年度及び翌事業年度の事業計画書
(8)　設立当初の事業年度及び翌事業年度の活動予算書(その行う活動に係る事業の収益及び費用の見込みを記載した書類をいう。以下同じ。)


	標準処理期間
	84日(特定非営利活動促進法第10条第2項及び第12条第2項)

	備考
	

	


	設定年月日
	平成24年6月25日
	最終変更年月日
	令和4年7月29日
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